
第 3期ましこ未来計画推進シート（総括シート）          令和 6（2024）年度 

基礎目標５ 【 経営体 】 

基礎目標 健全で次世代型の経営体をつくる 第１四半期 
 

区分 成果指標・KPI 単位 基準値 年度目標値 現在実績値 対前年同期 

成果指標 財政力指数 ― 0.563 0.591 0.540(R5)  △0.007 

政策１ 

①財政調整基金残高 億円 8.8 9 億円以上 16.0(R5) △1.1 

 形式収支計画値・決算値比較 億円 +3.4 ±0.5 以内 △1.5(R5) △0.6 

②ふるさと納税額 万円 3,576.8 1億 3,200 1,554 +742 

 町税徴収率 ％ 92.51 93.70 40.92 +0.76 

政策２ 

①経常収支比率 ％ 89.0 91.0以内 89.0(R5) +2.1 

②包括連携協定数 件 4 12 12 +1 

③行政手続の電子化数 件 ― 50 30 +2 

④職員に対する住民満足度の割合 ％ 79.8 84.0 81.5(R5) △0.9 

政策３ 
①地区別戦略策定数 件 ― 3 0 ±0 

②町民活動団体ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ登録数 団体 ― 30 5 +5 
 

実施内容・成果の総括 次期四半期以降への方針 

１①旧年度から基金の移行処理を行った結果、年度   

 末の残高は 16.0 億円で昨年度末比 1.1 億円の減

額となった。 

 ②ふるさと納税額は、第１四半期で 15,545千円 

となり、前年同時期よりも 742万円増加したが、

返礼品の開拓が要因と考えられる他、QWSの利用

に伴う関係人口の増加も関係していると考えら

れる。返礼品としては、果物、卵、益子焼などの

割合が高くなっている。 

町税徴収率については、40.92％で、前年同期で

+0.76 ％の増であった。固定資産税は若干の減

少、軽自動車税は若干の増という傾向である。 

２①経常経費比率については、前年度同期 86.9%で

あったのに対し、第１四半期は 89.0%であった。

実施内容等については、第 3期ましこ未来計画外

部評価を実施した。 

 ②包括連携協定については、無印良品本社を訪問 

し、今後の連携事業に関して意見を交わした。ま 

た、町の魅力発信のパンフレットを配布した。更 

に今後の移住・定住に関して、地域コミュニティ 

の活性化などについて打合せを行った。 

 ③行政手続きの電子化については、公共施設の予

約システムや犬の登録で利用、保健センターが独

自に作成して運用しているものが多いほかは実

績がない。 

 

 ④職員に対する町民満足度の割合については、現 

時点では各種研修を実施している状況となって 

いる。第１四半期においては、2 ケ月で 18 件の

研修を 55名が受講している。 

３①地区別戦略数については、現在 0件であるが、

持続可能な地域社会総合研究所と地区別戦略策

定支援事業の打合せを 3回行った。また、旧大羽

小学校区の３自治会で、自治会長及び育成会長と

打合せを実施したほか、大郷戸、本郷、原自治会

へのヒアリングを実施した。 

 ②町民活動団体データベースの登録数について 

は進展がなく、数字が上がり切れていない状況と

なっている。 

１①令和 5 年度の決算に基づく財務諸表等の分析

を行い、財政調整基金の最終年度目標が達成され

るよう注視していく。 

 ②昨年度から実施している現地型の決済システ

ムの認知度が上がったとみられる。今後は引き続

き返礼品の開拓及び拡充を図っていく。 

 また、町税の徴収率については、年間計画に従っ

て進め、かつ真岡県税事務所との連携をとりなが

ら徴収率のアップにつなげていく。本年度 2回実

施する滞納処分についても、第２四半期早々に係

内協議を行い、対象を絞っていく予定。 

 

２①第２四半期以降については、未来計画にある事

業以外にも外部検討委員会等の外部の視点を入

れて、スクラップができる体制を作っていくこと

を検討していく。 

 ②今後の連携内容の見直しや具体的な連携事業

の実施、新たな連携事業の検討を行っていくこと

とする。 

 

 

 ③昨年度に作成したオンライン申請プラットフ

ォームについては、アカウントごとに集約されて

いるため、これをもとに行政手続に関する電子化 

 の件数を把握していく。 

 

 ④当面は研修を計画的に進めていき、町民アンケ

ートをとった段階で集計結果を明記していく。 

 

 

３①旧小学校区を構成する各自治会が共通した意

識と必要性を感じ、自治会活動を持続していく方

法を見出していくことが必要。これを目指し、各

回の状況を踏まえて次の打合せにつなげていく

ようにしていく。 

 

 ②全体としてどれだけ団体が存在するのか、数字

を把握し、その中からデータベースに登録可能な

団体を登録していく。 



第 3期ましこ未来計画推進シート（総括シート）          令和 6（2024）年度 

基礎目標５ 【 経営体 】 

基礎目標 健全で次世代型の経営体をつくる 第２四半期 
 

区分 成果指標・KPI 単位 基準値 年度目標値 現在実績値 対前年同期 

成果指標 財政力指数 ― 0.563 0.591 0.540(R5)  △0.007 

政策１ 

①財政調整基金残高 億円 8.8 9 億円以上 17.3 △1.0 

 形式収支計画値・決算値比較 億円 +3.4 ±0.5 以内 △1.5(R5) △0.6 

②ふるさと納税額 万円 3,576.8 1億 3,200 2,973 +915 

 町税徴収率 ％ 92.51 93.70 59.08 △0.19 

政策２ 

①経常収支比率 ％ 89.0 91.0以内 89.0(R5) +2.1 

②包括連携協定数 件 4 12 14 +3 

③行政手続の電子化数 件 ― 50 30 +1 

④職員に対する住民満足度の割合 ％ 79.8 84.0 81.5(R5) △0.9 

政策３ 

①地域社会づくりに向けた話し合

いの場の設置数 
件 ― 3 2 +2 

②町民活動団体ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ登録数 団体 ― 30 5 +5 
 

実施内容・成果の総括 次期四半期以降への方針 

１①財政調整基金の残高は、令和５年度決算の結

果、 16.0億円となったが、令和６年度当初予算

で４億 1,000万円、9月補正において 4,500万円

が一般会計に繰入予定となった。 

②ふるさと納税額については、第２四半期におい

て件数で 684 件、額で 14,185 千円と昨年同期と

比較しても 915 万円増となっており順調に推移

している。 

一方、町税の徴収率は個人町民税の定額減税の影

響で減少している。今年度においては、現年課税

分の収納強化のため催告の回数を 4 回に増やし

た結果、8 月の実施では 376 件の発送に対して

68.9％の収納に結び付いた。納付がなかった滞納

者には積極的な差押を実施した。また、この期間

においては、9件の捜索を実施した。 

２①経常収支比率は、89.0％（R5）となっており、

前年同期+2.1％となっている。 

 定員管理の面では、一般事務職 8名程度、保健師

若干名を募集した。県内の主要高校や大学に試験

案内を送付したほか、資格職については茨城県の

学校にも送付した。 

  ②包括連携協定は、日体大荏原高校及び様々な企

業や公共団体を含む 18 団体と協定を締結した。

また、今後の連携事業について、無印良品とのつ

ながる市、本通り協議会と対面の打合せを実施し

た。 

 ③行政手続の電子化では、よろず相談において各

課の状況を把握し、優先順位を決めた。また、ガ

バメントクラウドのキックオフ会議を実施した

ほか、TKC標準化について説明会を実施。 

 ④職員に対する住民満足度の割合については、DX

に関する幹部職員研修の振り返り及び一般職員

を含む様々な研修を実施し、33件 57人が受講。 

３①持続可能な地域づくりについて、講師を招き自

治会長と職員に対し研修を実施した。地域社会づ

くりに向けた話し合いの場の設置数は旧大羽小

学校区と旧山本小学校区の２つで、その取組みに

ついても自治会長に説明した。 

１①財政調整基金は、年度末の目的額を達成できる

よう、今後の補正予算において適正な管理を行っ

ていく。 

 

②今期以降については、ふるさと納税の運営サイ

トを追加（マイナビ、さとふる）し、寄付の増額

を目指していく。また、返礼品については、新た

にパックご飯とイチゴの追加を準備している。 

徴税率については、滞納分に移行してしまうこと

に留意しながら、口座振替や他の納付手段の案内

のほか、納税相談を推進していく。今後も目標値

に対して実現できるよう注視し、公売の実施や差

押を積極的に実施していく。 

 

 

２①未来計画に係る事務事業評価の評価について

は、昨年度に要綱を改正したが、その他の事務事

業については、次期以降において実施していくた

め要綱の準備を進める。 

定員管理の面では受験者数が減少しており、近隣

市町の動向も見て対策を検討する。 

②日体大荏原高校と地域課題を学ぶことにより

地域連携や関係人口の増加を目指す。また、無印

良品とは、提案等を受け入れたうえで協議を図

り、町の活性化に繋げていく。 

 

③よろず相談で得た情報を基に、2事業について

AI・OCRを実装する。デジタルガバメントやガバ

メントクラウドについては、打ち合わせを密にし

てスムーズな導入を図る。 

④DX 幹部研修は、年度内にあと 1 回実施予定。

その他の研修は計画に基づいて実施する。 

 

３①２つの旧小学校区の支援の在り方を検討する

ほか、旧小宅小学校区における懇談会の実施にむ

けた準備を進めていく。 

②もう一度全課に対し団体に関する調査を行う。 



第 3期ましこ未来計画推進シート（総括シート）          令和 6（2024）年度 

基礎目標５ 【 経営体 】 

基礎目標 健全で次世代型の経営体をつくる 第３四半期 
 

区分 成果指標・KPI 単位 基準値 年度目標値 現在実績値 対前年同期 

成果指標 財政力指数 ― 0.563 0.591 0.540 ±0 

政策１ 

①財政調整基金残高 億円 8.8 9 億円以上 17.3 △1.0 

 形式収支計画値・決算値比較 億円 +3.4 ±0.5 以内 △1.5(R5) △0.6 

②ふるさと納税額 万円 3,576.8 1億 3,200 6,760 +1,457 

 町税徴収率 ％ 92.51 93.70 79,63 △0.86 

政策２ 

①経常収支比率 ％ 89.0 91.0以内 89.0(R5) +2.1 

②包括連携協定数 件 4 12 15 +4 

③行政手続の電子化数 件 ― 50 30 ±0 

④職員に対する住民満足度の割合 ％ 79.8 84.0 81.5(R5) △0.9 

政策３ 

①地域社会づくりに向けた話し合

いの場の設置数 
件 ― 3 3 +3 

②町民活動団体ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ登録数 団体 ― 30 21 +21 
 

実施内容・成果の総括 次期四半期以降への方針 

１①令和７年から令和 16 年度までの財政推計を行

い、各課よりヒアリングを行った。その結果、必

要な財源の額を把握することができた。また、令

和６年度上半期の財政状況を町のホームページ

で公表した。 

②ふるさと納税額については、件数が 2,834 件、

金額が 6,760 万円で、昨年同時期よりも 1,457 万

円の増となり、特に年末の伸びが大きかった。背

景には、返礼品に関する事業者説明会の開催や事

業者のフォロー、Amazon からの納税を開始した

ことや栃木県ふるさと納税アドバイザーの情報

交換、クラウドファンディングを行ったことなど

が挙げられる。 

  町税徴収率は、79.63％で昨年比△0.86 となっ

ているが、第三四半期の前半から比べると昨年度

との差は縮まってきている。 

２①事務事業については、未来計画以外の事業の評

価方法の検討に入っている。また、未来計画の変

更点について、外部検証委員会を実施した。また、

定員管理については、一次職員採用試験において

6 名が合格し、2 次試験で 4 名が合格となった。 

②包括連携については、昨年同期より 4 件増えて

15 件となった。 

③行政手続の電子化については、既存のものにつ

いては利用が安定している。新たに AI-OCR や

RPA に関する職員への周知、研修を行ったほか、

高齢者へのスマホ教室も実施した。また、ガバメ

ントクラウドについては、外部デジタルアドバイ

ザーの支援を受け、3 回の定例会を実施した。 

④DX 推進研修は 10 名、職員研修は 15 人が受

講。 

３①地域社会づくりにむけた話し合いの場につい

ては、旧大羽小学校区でレクリエーションを実施

し、旧山本小学校区ではかわら版を発行した。場

の設定については、12 月 21 日に旧小宅小学校区

を対象に話し合いを実施。 

②町民団体データベース登録数は、再照会の結果

21 件となった。 

１①財政推計の結果を踏まえ、未来計画に基づく事

業費のみでなく、施設の修繕・改修や全国的な制

度改正に伴うネットワーク構成の変更による必

要な額が把握できたことから、既存の事務につい

ても見直し等の検討が必要となる。 

②今年度はイチゴの返礼品の希望が多く、事業

者の確保を進めていく。また、栃木県ふるさと納

税アドバイザー派遣による情報の提供や助言を

継続して受けていく。 

 更に、11 月から 3 サイトで実施しているクラウ

ドファンディング型ふるさと納税の目標額を

600 万円とし、ウェブメディア等で周知を行い、

集まった寄付金はデジタル教育に活用していく。 

 

 

 

２①既に検討段階に入っており、次期四半期におい

て要領をまとめて実施していく。また、定員管理

については、採用試験の応募者が減少しており、

近隣市町の動向を注視し、対策を検討していく。 

 ②連携先と益子芳星高校とのイベントや活躍の

場、日体大荏原高校との交流の場を継続してい

く。 

 ③AI-OCR と RPA を保健センターと税務課に実

装した。今後は、これをサポートしていくほか、

職員に対して利便性のあることを周知し、実装件

数の増加を図っていく。ガバメントクラウドにつ

いては、引き続き外部デジタルアドバイザーの支

援を受けながら実装を検討していく。 

 ④DX 推進研修は、意識改革の部分での擦り合わ

せを継続していく。また、職員研修については、

職員の資質向上に期する内容のものを検討して

いく。 

３①3 地区の支援の在り方を検討するとともに、話

し合いの場の結果について、地域に周知できるよ

う取り組んでいく。 

②第 4 四半期において、町のホームページに掲載

する。 



第 3期ましこ未来計画推進シート（総括シート）          令和 6（2024）年度 

基礎目標５ 【 経営体 】 

基礎目標 健全で次世代型の経営体をつくる 第４四半期 
 

区分 成果指標・KPI 単位 基準値 年度目標値 現在実績値 対前年同期 

成果指標 財政力指数 ― 0.563 0.591 0.545 ±0 

政策１ 

①財政調整基金残高 億円 8.8 9 億円以上 15.8 △0.3 

 形式収支計画値・決算値比較 億円 +3.4 ±0.5 以内 ＋2.3 △3.7 

②ふるさと納税額 万円 3,576.8 1億 3,200 1億 2,670 +3,903 

 町税徴収率 ％ 92.51 93.70 94.72 +1.11 

政策２ 

①経常収支比率 ％ 89.0 91.0以内 86.6 △2.4 

②包括連携協定数 件 4 12 15 +3 

③行政手続の電子化数 件 ― 50 30 ±0 

④職員に対する住民満足度の割合 ％ 79.8 84.0 82.7 +1.2 

政策３ 

①地域社会づくりに向けた話し合

いの場の設置数 
件 ― 3 3 - 

②町民活動団体ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ登録数 団体 ― 30 21 +16 
 

実施内容・成果の総括 次期四半期以降への方針 

１①財政調整基金の現在額は、15.8 億円で目標値

を上回っているが前年同期では 0.3 億円の減と

なった。 

 ②ふるさと納税額について、第 4 四半期は 2,629

件、額は 5,669.5 万円で、前年同期比 2,381 万円

の増となり、年間では前年比 3,903 万円増の 1 億

2,670 万円となった。要因は、人気のある卵・イ

チゴ・益子焼等を掲載するサイトを 1 から 13 に

増やしたことと考えられる。町税徴収率は、現年

課税の徴収強化や、財産調査と滞納処分を強化

し、前年同期比 0.25％増の 91.95％となった。な

お、KPI は達成できる見込みである。 

２①定員管理については、R7 年度に満 60 歳を迎

える職員に定年延長制度の説明書を配布した。ま

た、事業の改廃に関する検討チームを編成し、応

募のあった 5 件の事務を評価も含めて検討した

が、廃止するものはなかった。 

 ②包括連携協定については、明治安田生命と次年

度の活動に関して情報交換を行った。また、無印

良品と益子本通り協議会をつなげ、イベントの開

催を行うことができた。 

③行政手続きの電子化は、会計課の日計表作成

や総合政策課の町民アンケートの相談に応じ

た。また、RPA、AI-OCR を町民税係に実装し

た。ガバメントクラウド関係では、戸籍システ

ムと基幹系システムの標準化用サーバーのリー

ス入札が完了した。なお、電子申請については

安定した利用となっている。 

 ④職員に対する住民満足度を高めるため、人事評

価においてフィードバックを行い資質向上を図

った。また、DX に関する職員の意識改革を図る

ための研修を実施した。 

３①地域社会づくりに向けた話し合いの場の設置

数は前期と変わりはないが、旧大羽小、旧小宅小、

旧山本小学校区の「かわら版」を発行した。 

 ②町民活動団体データベース登録数は前期と変

わらないが、町 HP への掲載を行った。 

１①次年度予算では 4.4 億円を取崩す予定である

が、今後の大型事業に備えて各種基金への積み立

てを含め、適切に管理していく。 

 ②今後も引き続き返礼品の内容修正や、既存の返

礼品全体を各サイトにおいてブラッシュアップ

し、寄付額を増加させていく。 

 町税の徴収では、出納閉鎖期間においても一斉催

告や滞納処分をスピーディーかつ積極的に行い、

昨年度並みの徴収率を目指していく。また、次年

度においては、公売の件数を増加し徴収率の向上

を図っていく。 

  

２①定員管理については、職員採用に工夫をしなが

ら対処していく。また次年度の総合振興計画の策

定に合わせて、芳賀郡市の広域連携の更なる協議

を交わす他、業務フロー可視化ツール（ガバメイ

ツ）を導入し他自治体の事務を参考に効率化を進

める。 

 ②包括連携協定については、各課の情報共有を密

にして締結に向け進めていく。また、無印良品と

の連携については、春の陶器市での販売に向けた

芳星高校生徒のトートバッグデザインの審査や、

七井駅の利用について協議を進めていく。 

 ③RPA、AI-OCR については、研修などの場で周

知を図っていく。今後は、基幹系のガバメントク

ラウド化やマイナンバーによる印鑑証明の発行

が予定されているため、計画的に進めていく。電

子申請は、新たに利用する町民の方々に対し更な

る周知を図る。 

 ④今後も人事評価におけるフィードバック面談

を行っていくほか、DX や職員の意識改革のため

の研修を継続していく。 

３①地域の連携が薄れている所もあるが、祭りなど

を軸とした交流ができている所もある。今後の支

援は、自治会も含めて検討していく。 

 ②KPI の設定値にはまだ届いていないが、新たな

町民活動の把握に努め情報提供することで、参加

希望者と団体を繋げ活動の活発化を図る。 
 



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

億円
対前年
同期比

△0.3 億円

億円
対前年
同期比

△ 3.7 億円

対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①財政推計の実施
　・昨年度までの内容の修正確認
　・次年度及び令和7年度までの新規事業の把握
　・事業費推計の精査
①統一的な基準による財務書類の作成
　・令和5年度全体財務書類作成
　・令和7年度当初予算作成に向けた取引科目の設定、
確認

③財政状況（令和6年度上半期）公表

①統一的な基準による財務書類の作成
　・令和7年度当初予算の調製
　・令和6年度仕訳の実施

①決算関連資料の作成・分析
①統一的な基準による財務書類の作成及び公表
　・令和5年度一般財務書類作成及び議会報告
　・令和6年度仕訳の実施

③決算関連資料の議会報告、町ホームページ等での公
表

①令和7年度当初予算の要求・ヒアリング・副町長査定を
実施した。

①令和7年度当初予算の査定を行った。
①令和5年度全体財務書類を作成し、公表した。

①令和7年度当初予算の編成を行い、記者発表を行っ
た。

①令和7年度当初予算の説明資料「ましこの予算」を作成
し、公表した。
①令和7年度当初予算を広報ましこ（4月号）に掲載し、公
表した。

①一般会計等の財務書類の作成に着手した。

①令和5年度一般財務書類（貸借対照表、行政コスト計
算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）等の決算
関係資料を作成し、決算監査において説明した。

①令和5年度一般財務書類等の決算関係資料につい
て、9月議会において説明し、決算認定後公表した。
①事業費推計に向け各課に資料作成を依頼した。

①各課の事業費推計結果（令和7～16年度）を取りまと
め、ヒアリングを実施した。その結果を踏まえ、令和7年度
予算編成方針の策定に着手した。

①令和7年度予算編成方針を策定し、各課に通知した。
③令和6年度上半期の財政状況を町ホームページで公
表した。

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①旧年度から新年度へ基金の移行処理を行った。
　 財政調整基金年度末残高は16.0億円となった。

①令和5年度決算に基づく財務書類（貸借対照表、行政
コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）作
成に向け、令和5年度に仕訳けられた伝票の点検に着手
した。
③令和5年度下半期の財政状況を町ホームページで公
表した。

①決算額が確定し、実質収支に関する調書の作成と決
算剰余金の処分を行った。
①財務書類作成のため、5月に引き続き令和5年度に仕
訳けられた伝票の点検を行った。

①5月末（前年度の出納整理期間終了後）の決算額確定
後、令和5年度分の実質収支に関する調書の作成、決算
剰余金の処分（財政調整基金への積立及び翌年度一般
財源として繰越）を行う
①決算関連資料の作成
①統一的な基準による財務書類の作成
　・令和5年度仕訳の点検
　・令和6年度仕訳の実施

③財政状況（令和5年度下半期）の公表

KPI 本年度目標値 現状値

15.8

KPI 形式収支計画値・決算値比較 本年度目標値 ±5,000万円以内 現状値 +2.3

KPI 財政調整基金残高 本年度目標値 9億円以上 現状値

施策 必要経費を高い精度で予測する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 将来負担の予測と対策手法の準備

p79 総合政策課 



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①事業費推計の結果、第３期ましこ未来計画に基づく大型事業の事業費だけでなく、各町有施設の修繕費・改修
工事費、また全国的な制度改正に伴う民生費などについて、今後１０年間相当な額の支出が見込まれることが明
らかとなった。既存の事務事業について、改めてゼロベースで見直しを進めていく必要性があるとともに、各施設
の在り方についても早急に検討を進めていくことが必要である。

①令和5年度全体財務書類については本四半期での作成が完了しなかったため、次期四半期中の公表に向け
作成作業を継続していく。また、令和５年度連結財務書類については、関係機関からの資料がそろい次第作成作
業を進めていく。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①財政調整基金残高については、15.8億円であり、目標値の9億円を大きく上回っているが、前年度同期比では
0.3億円の減となっている。次年度当初予算では4.4億円を取り崩す予定となっており、また、今後は図書館建設事
業や産業団地造成事業等の大型事業も予定されているため、地方債の活用も含めて基金の適正管理に努めて
いく。形式収支計画値・決算値比較についても、今後の大型事業等を見込み、また総合振興計画の見直しに併
せ、財政計画の見直しを行っていく。

①財務書類については、一般と全体は公表済であり、連結財務書類については、関係機関からの資料がそろい
次第作成作業を進めていく。

第
２
四
半
期

①今期は決算剰余金を1.2億円積立てたため、財政調整基金残高は17.3億円となった。一方で、9月補正後の財
政調整基金繰入金の予算額は3.5億円であるため、年度末残高の見込みは13.8億円となっている。第3四半期に
実施する事業費推計の結果も踏まえ、目標達成に向け、適切な運用を図っていく。
事業費推計については、当初予算の編成に向け、第3四半期において各課ヒアリング・査定を行う。

①令和5年度一般財務書類については、8月に作成し決算監査において説明、9月議会後公表した。次期以降、
令和5年度全体財務書類、連結財務書類の作成作業を行う。公表についても作成後随時行う。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①決算剰余金の処分に伴う財政調整基金の積立金は120,000千円、繰越金は107,392千円となった。積立金は前
年度同額であり、繰越金は予算額100,000千円に対し7,302千円の増となった。次期補正予算にて計上する。

①財務書類の作成関係について、令和6年度分の仕訳け作業は、公会計システムにより問題なく進んでいる。 令
和5年度分については、仕訳伝票の点検に着手した。次期において、令和5年度の伝票の点検作業を終了し、統
一的な基準による財務書類（一般財務書類、全体財務書類）の作成作業を実施し、決算関連資料と併せて分析
を行っていく。

p79 総合政策課 



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
財政調整基金は15.8億円であり、目標値を達成しており
ますが、今後の大型事業等予定を含め、今後も適正に
管理に努めて下さい。

総括（第４四半期含）のとおり進めていく。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p79 総合政策課 



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

万円
対前年
同期比

+3,903 万円

％
対前年
同期比

+1.11 ％

対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①
１．返礼品の開拓・拡充
　⑴新規事業者の募集
　⑵新規返礼品の開拓・拡充
　⑶事業説明会の開催（随時）
　⑷商品企画開発
２．プロモーションの強化
　⑴販売促進活動の実施
　⑵広告宣伝活動の実施
　⑶企画催事等の実施
３．物流・流通機能の構築
　⑴道の駅との連携機能の構築
　⑵町内事業者との連携機能の構築
４．事務作業等の効率化
　⑴中間事業者との連携強化
　⑵その他

①
１．返礼品の開拓・拡充
　⑴新規事業者の募集
　⑵新規返礼品の開拓・拡充
　⑶事業説明会の開催（随時）
　⑷商品企画開発
２．プロモーションの強化
　⑴販売促進活動の実施
　⑵広告宣伝活動の実施
　⑶企画催事等の実施
３．物流・流通機能の構築
　⑴道の駅との連携機能の構築
　⑵町内事業者との連携機能の構築
４．事務作業等の効率化
　⑴中間事業者との連携強化
　⑵その他

①
１．返礼品の開拓・拡充
　⑴新規事業者の募集
　⑵新規返礼品の開拓・拡充
　⑶事業説明会の開催（随時）
　⑷商品企画開発
２．プロモーションの強化
　⑴販売促進活動の実施
　⑵広告宣伝活動の実施
　⑶企画催事等の実施
３．物流・流通機能の構築
　⑴道の駅との連携機能の構築
　⑵町内事業者との連携機能の構築
４．事務作業等の効率化
　⑴中間事業者との連携強化
　⑵その他

①◇寄附件数797件、寄附額18，861千円（23，665円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶企画催事等の実施　12月19日開催
　2-⑴販売促進活動の実施　Amazonふるさと納税開始
　4-⑵県ふるさと納税アドバイザー情報交換
　◇財産貸付収入　84,480円
　※財産収入の第3四半期累計額　2,128,011円

①◇寄附件数2,260件、寄附額50，929千円（22，535円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶事業説明会の開催（随時）　個別対応
　◇財産貸付収入　262,950円
　◇不動産売払収入　31,218円

①◇寄附件数94件、寄附額2，278千円（24，234円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶事業説明会の開催（随時）　個別対応　さとふるサイトへ
の登録
　2-⑶企画催事等の実施　QWSふるさと納税返礼品PRイベント
　4-⑵県ふるさと納税アドバイザー勉強会参加
　◇財産貸付収入　398,245円、◇基金利子　560,524円

①◇寄附件数275件、寄附額3，488千円（12，684円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶事業説明会の開催（随時）　個別対応　さとふるサイトへ
の登録
　2-⑶企画催事等の実施　都内ふるさと納税返礼品紹介イベン
ト
　◇財産貸付収入　60,000円
　◇物品売払収入　743,000円
　※財産収入の第4四半期累計額　2,055,937円

①◇寄附件数270件、寄附額5,087千円（18,840円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶返礼品掲載サイトに関する説明会
　◇財産貸付収入　165,006円

①◇寄附件数172件、寄附額4,039千円（23,482円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　2-⑴現地決済型ふるさと納税事業者フォロー
　2-⑴現地決済型ふるさと納税システム打ち合わせ
　4-⑵県ふるさと納税担当者研修会参加
　◇財産貸付収入　60,000円、◇基金利子　89,167円

①◇寄附件数242件、寄附額5，059千円（20，904円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　2-⑴企業版ふるさと納税イベント参加(2件)
　◇財産貸付収入　60,000円、◇基金利子　186,674円
　※財産収入の第2四半期累計額　560,847円

①◇寄附件数325件、寄附額8，910千円（27，415円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶事業説明会の開催　※イチゴ農家向け
　1-⑷商品企画開発　※パックご飯
　4-⑵県ふるさと納税アドバイザー情報交換
◇財産貸付収入　588,000円

①◇寄附件数379件、寄附額10，106千円（26，665円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　1-⑶企画催事等の実施　11月2日開催
　2-⑴現地決済型ふるさと納税事業者フォロー
　4-⑵クラウドファンディング型ふるさと納税開始
　◇財産貸付収入　387,583円
　◇不動産売払収入　1,067,948円

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①◇寄附件数217件、寄附額4,585千円（21,129円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　4-⑵旧年度事業の整理
　◇財産貸付収入　588,000円

①◇寄附件数162件、寄附額4,795千円（29,599円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　2-⑴返礼品掲載サイト打ち合わせ(2サイト)
　2-⑴企業版ふるさと納税サイト打ち合わせ(1サイト)
　◇財産貸付収入　60,000円、◇基金利子　400円、
　◇不動産売払収入　13,856円

①◇寄附件数270件、寄附額6，165千円（22，833円/件）
　1-⑵新規返礼品開拓
　4-⑵現地決済型サービス導入自治体担当者情報交換
　◇財産貸付収入　60,000円、◇基金利子　71,167円
　※財産収入の第1四半期累計額　793,423円

①
１．返礼品の開拓・拡充
　⑴新規事業者の募集
　⑵新規返礼品の開拓・拡充
　⑶事業説明会の開催（随時）
　⑷商品企画開発
２．プロモーションの強化
　⑴販売促進活動の実施
　⑵広告宣伝活動の実施
　⑶企画催事等の実施
３．物流・流通機能の構築
　⑴道の駅との連携機能の構築
　⑵町内事業者との連携機能の構築
４．事務作業等の効率化
　⑴中間事業者との連携強化
　⑵その他

KPI 本年度目標値 現状値

1億2,670

KPI 町税徴収率 本年度目標値 93.70 現状値 94.72

KPI ふるさと納税額 本年度目標値 1億3,200 現状値

施策 財源の獲得手段を多様化する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 将来負担の予測と対策手法の準備

p80 総合政策課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①第3四半期(10月から12月)の寄付実績は、寄付件数1，501件、寄付金額37,877千円、寄付単価は25,235円で
あった。寄付金額は順調に増加しており、前年同期比+1，457万円となっている。
サイトについてはAmazonふるさと納税を追加し、寄付額増加を目指していく。
今期においてはいちごへの寄附申込が多く、さらなる事業者の確保を進めていく。
今年度は栃木県主催ふるさと納税に係るアドバイザー派遣事業に採択され、各ふるさと納税サイトの作りこみ等
の助言をいただいており、このことが寄付額増加の要因のひとつであると考えられる。
また、11月より3サイトでクラウドファンディング型ふるさと納税による寄附受付を開始。目標金額は600万円とし、集
まった寄附金については最先端デジタル教育へ活用する。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①第4四半期(1月から3月)の寄付実績は、寄付件数2，629件、寄付金額56,695千円、寄付単価は21,565円で
あった。寄付金額は順調に増加しており、前年同期比+2，381万円となっている。
中間事業者との連携により人気返礼品(卵やイチゴ、益子焼等)のサイトの修正を強化したことが一要因として考え
られる。今後はすべての返礼品に対して内容の修正等をすることで寄附額の増加を目指していく。
1月からはさとふるサイトへの返礼品登録を各事業者へ促すことにより、1事業者から13事業者へ登録拡大。
来年度については、既存返礼品全体として寄付額を増加させるための活動(各サイトのブラッシュアップ等)をメイ
ンとした活動をしていく予定。

企業版ふるさと納税(年度計)　11件　240万円

第
２
四
半
期

①第2四半期(7月から9月)の寄付実績は、寄付件数684件、寄付金額14,185千円、寄付単価は20,739円であっ
た。寄付金額は順調に増加しており、前年同期比+915万円となっている。
サイトについてはマイナビ及びさとふるを追加し、寄付額増加を目指していく。
新規返礼品についてはパックご飯及びイチゴについて第3四半期掲載に向け準備を進めている。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①寄付額に関しては、前年同時期から約1.9倍となり、大幅増。昨年度から力を入れて進めてきた新規返礼品の
開拓が主な要因と考えられる。
引き続き新規返礼品の開拓が重要となる一方、新たな顧客獲得のため新規返礼品サイトへの掲載開始を予定し
ている。
昨年度導入した現地決済型サービスの認知度がアップしたことにより、寄付額も増加。昨年度の寄付額を超える
成果が出ている。
第2期においても継続して返礼品の開拓・拡充を進めるとともに寄附を促すための戦略的なプロモーションを展開
していく。

p80 総合政策課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
ふるさと納税の目標値は達成されていませんが、前年
度比3,903万円と増えてきており、今後もあらゆる手段に
より、目標を達成して下さい。

魅力あるWEBサイトづくり、益子町ならではの返礼品の
開拓、益子町に寄附したくなるようなファンづくり、地方
創生応援税制（企業版ふるさと納税）のさらなる周知な
どを通して、目標達成を目指す。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p80 総合政策課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

万円
対前年
同期比

+3,903 万円

％
対前年
同期比

+1.11 ％

対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

②国民健康保険税督促状発送（3期分）

②固定資産税督促状発送（3期分）
②国民健康保険税督促状発送（4期分）

②町県民税督促状発送（3期分）
②国民健康保険税督促状発送（5期分）

②固定資産税督促状発送（4期分）
②国民健康保険税督促状発送（6期分）

②町県民税督促状発送（4期分）
②国民健康保険税督促状発送（7期分）

②国民健康保険税督促状発送（8期分）

②町県民税督促状発送（1期分）
②国民健康保険納税通知書発送

②固定資産税督促状発送（2期分）
②国民健康保険税督促状発送（1期分）

②町県民税,国民健康保険税督促状発送（2期分）
②一斉財産調査の実施

②財産調査：43,723件
　催告12件、一斉催告（現年分）：396件、差押14件
　町県民税督促状発送件数：352件
　国民健康保険税督促状発送件数：362件

②財産調査：35,000件
　催告25件、差押23件
　固定資産税督促状発送件数：692件
　国民健康保険税督促状発送件数：359件

②財産調査：27件、出入国調査：30件
　催告23件、差押６件
　町県民税督促状発送件数：358件
　国民健康保険税督促状発送件数：358件

②財産調査：17,943件
　催告４件、差押12件
　国民健康保険税督促状発送件数：345件

②財産調査：5,181件
　国民健康保険税：3,476件、調定額504,923,500円
　催告21件、差押7件、捜索9件
　町県民税督促状発送件数：298件

②財産調査：36,652件
　催告42件、一斉催告（現年分）：376件、差押11件
　固定資産税督促状発送件数：763件
　国民健康保険税督促状発送件数：416件

②財産調査：20,677件
　一斉財産調査（生命保険）：18社×100名
　催告60件、差押17件
　町県民税督促状発送件数：336件
　国民健康保険税督促状発送件数：418件

②財産調査：10,430件
　催告32件、一斉催告（現年分）：356件、差押19件
　国民健康保険税督促状発送件数：416件

②財産調査：30,546件
　催告33件、差押14件
　固定資産税督促状発送件数：761件
　国民健康保険税督促状発送件数：361件

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

②財産調査：9,802件
　催告25件、差押4件（うち解除2件）
　町県民税督促状発送件数：28件

②財産調査：9,225件
　軽自動車税：11,624台、調定額：85,543,500円
　固定資産税：10,528件、調定額：1,213,747,000円
　催告28件、差押7件（うち解除2件）
　町県民税督促状発送件数：26件

②財産調査：8,757件
　町県民税（普通徴収）：4082件、調定額（普）147，467，
600円
　催告30件、差押5件
　固定資産税督促状発送件数：758件
　軽自動車税督促状発送件数：837件

②財産調査、現地調査随時実施（通年）
②町県民税督促状発送（随時分）

②固定資産税,軽自動車税納税通知書発送
②町県民税（給与特別徴収）発送
②町県民税督促状発送（随時分）

②町県民税納税通知書発送
②固定資産税,軽自動車税督促状発送（1期分）

KPI 本年度目標値 現状値

1億2,670

KPI 町税徴収率 本年度目標値 93.70 現状値 94.72

KPI ふるさと納税額 本年度目標値 1億3,200 現状値

施策 財源の獲得手段を多様化する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 税務課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 将来負担の予測と対策手法の準備

p80 税務課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

②10月末での収納率は、昨年度比△0.36%、11月末では△0.20%、12月末では△0.86%と減少傾向にある。固定
資産税の現年分の収納が伸びなかったため、減少幅が大きくなってしまった。
また、10月に一斉の現年催告を実施し、その結果を見てみると、対象税目が増えたこともあり、８月実施時の納付
率よりは低く、約40%であった。

10月に実施した現年催告において反応がない滞納者に対して、財産調査を実施し、預金等の差押えを実施し
た。

12月は捜索を6件実施し、動産の差押えを実施した。また、現年課税分の現年催告を実施し、催告結果を見てみ
ると、納付率は54.78%であり、10月実施よりも約15%上昇した。12月は冬の賞与支給月であったことや年度当初か
ら現年課税分に対して積極的に滞納処分を行っていることが納付につながっていると思われる。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

②1月末での収納率は、昨年度比0.05%、2月末では0.15%、3月末では0.68%と減少から増加へ転換した。
今年度においては現年課税分の滞納者に対して、滞納額が少額のうちに催告書を発布し納付を促してきたことも
あり、現年課税分の収納が増えた。
2月中旬から3月中旬まで確定申告があるため、この期間においては財産調査や差押えなどの件数が落ち込むこ
とが想定されるため、1月に集中的に財産調査等を行い、滞納処分を行った。

また、年度末における執行停止や不納欠損処理のため臨宅による現場確認や入国管理局に対して出入国調査
を行うなど必要な情報の収集に努めた。
4月に今年度最後の現年催告を行うこともあり、今年度の目標徴収率は達成する見込みである。

懸念事項としては、令和5年度の途中から滞納者の預貯金状況を照会できるピピットリンクを導入し早期に差押え
を行ってきたが、今後は差押え換価できる財産が年々減少していくことが予想されるため、差押え換価が難しく
なってくると思われる。
そのため、効率的な収納に向け、納付書での納付ではなく、手数料が他の収納方法より安価な口座振替の推進
を図っていく。

第
２
四
半
期

②７月末での収納率は、昨年度比△1.40%、８月末では△0.74%、９月末では△0.19%と減少傾向にある。個人町民
税の現年分が定額減税の影響により特に減少している。また、捜索を9件実施した。

今年度の年間行動計画では昨年度よりも現年課税分の収納を強化するため年間の催告回数を３回から４回に増
やした。これに基づき、現年催告を１か月前倒しで実施した。
催告結果を見てみると、昨年度３月実施（件数388件）した納付率32.43%に対して、８月実施（件数376件）した納
付率は68.90%で倍近くの収納があった。比較する滞納調定額に開きがあるが、今回の催告では催告書に納付書
を同封したこともあり少額滞納であれば早期に納付する傾向があると感じられた。

８月に実施した現年催告において反応がない滞納者に対して、財産調査を実施し、積極的に差押えを実施した。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

②昨年度と比較して、調定額に若干の増減はあるものの、年度計画に基づいて滞納処分を実施していく。また、
納税相談においても滞納者の生活状況の把握に努め、安定した納税へと導いていく。

p80 税務課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
町税徴収率は今年度目標値を達成しておりませんが、
前年比0.25％増収しており、関係部署の努力がうかがわ
れます。今後もあらゆる施策を行い税収率の向上に努
めて下さい。

町税徴収率は、最終的に94.72％となり、本年度目標値
（93.7％）を達成することができた。法令に基づき、引き
続き徴収率向上に努めていく。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次半期（次年度）以降への方針・改善点

p80 税務課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

％
対前年
同期比

△2.4 ％

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

③職員の定数管理を適切に行う
　目標：令和7年4月1日時点　定員157人
　（令和6年4月1日時点　146人)

③職員の定数管理を適切に行う
　目標：令和7年4月1日時点　定員157人
　（令和6年4月1日時点　146人)

③職員の定数管理を適切に行う
　目標：令和7年4月1日時点　定員157人
　（令和6年4月1日時点　146人)

なし

なし

③R7年度に満60歳退職する方に向けた定年延長制度の
説明書を配布。

③新採職員オリエンテーションを実施

③採用試験案内を広報、HP上に公開。
一般事務8名程度、保健師若干名を募集。
③県内主要高校、大学等に試験案内を送付。資格職に
ついては茨城県の学校にも送付。

③採用試験応募締め切り
一般事務12名申込。保健師はなし。

③採用試験(1次)実施。受験者は一般事務9名。

③採用試験(1次)結果発表。合格者は一般事務6名。
③採用試験(2次)実施。受験者は一般事務6名。
③採用試験(2次)結果発表。合格者は一般事務4名。

なし

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

③早期退職募集開始
③年齢60歳到達する職員に勤務意思を確認（本年度対
象者なし）

なし

③芳賀地区共同採用試験打合せ
③採用試験募集要項、HP、パンフレット作成

③職員の定数管理を適切に行う
　目標：令和7年4月1日時点　定員157人
　（令和6年4月1日時点　146人)

KPI 本年度目標値 現状値

86.6

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 経常収支比率 本年度目標値 91.0％以内 現状値

施策 事務事業及び事務分掌を見直す 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 総務課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p81 総務課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

③採用試験申し込み者が減少しており、近隣市町の動向を注視し対策をする必要がある。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

③来年度の採用数について、定年延長の状況を踏まえ検討を続ける。

第
２
四
半
期

③採用試験申し込み者が減少しており、近隣市町の動向を注視し対策をする必要がある。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

③本年度も共同採用試験による採用を行う。基本的な方針は欠員補充とし、保健師の職員採用を目指す。
あわせて、定年延長制度の運用を行う。

p81 総務課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
職員の定数管理を行い、あらゆる方法にて人材を確保
して下さい。

　次年度は中途採用募集をかけるなど、幅広く人材確
保に努めていきたい。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p81 総務課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

％
対前年
同期比

△2.4 ％

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①第3期ましこ未来計画の四半期ごとの評価とそれ以外
の事務事業評価方法の検討
④郡内市町との共通課題の共有、課題の解決につい
て議論する会議への出席

①第3期ましこ未来計画の四半期ごとの評価とそれ以外
の事務事業評価の実施

①第3期ましこ未来計画の四半期ごとの評価とそれ以外
の事務事業評価方法の検討

①第3期ましこ未来計画の変更について外部検証委員
会を実施

①第３期ましこ未来計画第３四半期の評価
①事務事業評価の実施要領の策定
①スクラップ等対象事業の募集
①職員ワーキングチーム（４名）第１回打合せ実施
（1/30）

①事務事業評価について職員ワーキングチーム第２回
打ち合わせ実施（2/14）
　５件の提案があったが、検討の結果、いずれも改廃に
は該当しないものであった。

①事務事業評価について3/21の部課長会議にて該当
ない旨報告した。

①事務事業評価の実施手法について検討

①事務事業評価の実施手法について検討

①第3期ましこ未来計画の外部評価の結果を公表

①事務事業評価の実施手法について検討

①事務事業評価の実施手法について検討
④11/13郡内の課題の共有、課題解決についての議論
を行うために、県主催のブロック別会議に出席した。

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

なし

なし

①第3期ましこ未来計画の外部評価を実施

①第3期ましこ未来計画の四半期ごとの評価とそれ以外
の次年度に向けた新たな体制づくりの検討

KPI 本年度目標値 現状値

86.6

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 経常収支比率 本年度目標値 91.0％以内 現状値

施策 事務事業及び事務分掌を見直す 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p81 総合政策課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①第３期ましこ未来計画の一部変更について、外部検証委員会を開催。
第３期ましこ未来計画以外の業務の事務事業評価の実施に向けた手法の検討を行った。
次期に事務事業評価の実施要領を定め、実施していきたい。
④会議にて議論された内容・結果について担当課に共有するとともに、今後の広域連携について、必要に応じ
郡内市町と協議・議論を重ねていきたい。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①改廃を検討すべき事業について、募集し５件の提案があった。職員ワーキングチームを設置し検討を行った
が、いずれも改廃する事務事業ではないという結果となった。来年度は評価手法も含め、実施について検討す
る。
④県や町の次期総合振興計画の改訂等もあることから、郡内で協議する機会が増えると予想され、今後の広域
連携について更なる協議・議論を重ねていきたい。

第
２
四
半
期

①第３期ましこ未来計画以外の業務の事務事業評価の実施に向けた、実施手法の検討を行った。
次期以降に事務事業評価の実施要領を定め、実施していきたい。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①前年度分の第3期ましこ未来計画に基づく事務事業について、本推進シートおよび総括シートにより内部評価
および外部評価を行った。
次期以降では、それ以外の業務について外部の視点を取り入れたスクラップができる体制づくりについて検討を
進める。

p81 総合政策課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
事務事業評価を行い、スクラップアンドビルドを推進し
てください。

総括（第４四半期含）のとおり進めていく。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p81 総合政策課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

件
対前年
同期比

+3 件

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①包括連携協定を推進

①包括連携協定を推進

①包括連携協定を推進

なし

なし

なし

①明治安田生命と次年度の取組について情報交換

なし

①一般社団法人公民連携機構及び会員企業との包括
連携協定を締結

①日本体育大学荏原高等学校と包括連携協定を締結

なし

①株式会社bioEggと包括連携協定を締結

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

③税務課に職員派遣を依頼

なし

なし

①包括連携協定を推進

③窓口業務の一部に従事する者として、派遣業者に派
遣を依頼

KPI 本年度目標値 現状値

15

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 包括連携協定数 本年度目標値 12 現状値

施策 民間の力を活用し、利便性の維持・向上を図る 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

17パート
ナーシッ

プ

R6（2024）

課局名 総務課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p82 総務課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①包括連携協定は担当課との情報共有に努める。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①包括連携協定は担当課との情報共有に努める。

第
２
四
半
期

①包括連携協定は担当課との情報共有に努める。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①包括連携協定は担当課との情報共有に努める。

③窓口業務の民間委託について、引き続き検討する。

p82 総務課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
包括連携協定は目標を達成しておりますが、今後も民
間企業の力を活用して業務運営を行ってください。（総
務課・総合政策課）

　次年度以降も民間企業の力を有効活用して業務運営
に携わっていきたい。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p82 総務課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

件
対前年
同期比

+3 件

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①連携分野の見直し、具体的連携事業の実施、新たな
連携事業の検討

①連携分野の見直し、具体的連携事業の実施、新たな
連携事業の検討

①連携分野の見直し、具体的連携事業の実施、新たな
連携事業の検討

①12/1益子本通り協議会とのクリスマスマーケットを実施
①12/13今後の連携事業について、エリアマネージャー
及び岩瀬店店長、芳星高校地域連携担当教諭との打合
せ実施
①12/23日体大荏原高校と益子芳星高校が連携し渋谷
QWSでワークショップイベント実施

①１/15益子芳星高校デザインコースの学生を対象に、２
月に実施予定のコンペについての説明会を岩瀬店と合
同で開催

①2/14今後の連携事業についての打合せを実施
①2/26ジュートバックのデザインコンペを開催しエリアマ
ネージャー、岩瀬店店長と審査を行った

①3/5デザインコンペで提出された作品の選考会を岩瀬
店店長と行い、3作品を決定した

①7/19今後の連携事業（つながる市、本通り協議会との
連携に関すること）について、エリアマネージャー及び店
舗側との打合せ（対面）実施

①8/5公民連携推進機構を含む18団体と包括連携協定
を締結した。
①8/17FKD宇都宮店で行ったつながる市で移住定住に
向けたイベントを実施
①8/20お試し住宅に無印良品のソファ等を搬入
①8/23今後の連携事業（つながる市の結果について、芳
星高校とのトートバック作成事業）について、エリアマネー
ジャー及び店舗側との打合せ（対面）実施

①9/10.18芳星高校デザインコースの学生を対象にトート
バックの作成についての説明会を実施
①9/20今後の連携事業（本通り協議会とのイベント、芳星高
校とのトートバック作成、秋の陶器市への出店）について、エ
リアマネージャー及び店舗側との打合せ（対面）実施
①9/20お試し住宅に無印良品のランチョンマット等を搬入
①9/21日体大荏原高校文化祭で、同校と包括連携協定の
調印式を行った。

①10/19無印良品岩瀬店にて、芳星高校の学生と陶器市
で販売する益子町オリジナルトートバックの作成イベント
実施

①11/2陶器市でオリジナルトートバックの販売
①11/8新たな連携先として、益子本通り協議会デザイン研
究会との打合せに参加
①11/22今後の連携事業について、エリアマネージャー及
び岩瀬店店長との打合せ実施

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①4/27・28春の陶器市会場内に、移住・定住をテーマと
したブースを連携して出展した

①5/9今後の連携事業のため、無印良品本社訪問
①今後の連携事業について、エリアマネージャーとの打
合せ（対面・電話）実施、また魅力発信のため町のパンフ
レットを配布した

①今後の連携事業（移住・定住の促進に関すること、地
域コミュニティの活性化に関すること）について、エリアマ
ネージャー及び店舗側との打合せ（対面・電話）実施

①包括連携協定の締結相手である㈱良品計画との連
携事業について（以降同じ）、連携分野の見直し、具体
的連携事業の実施、新たな連携事業の検討

KPI 本年度目標値 現状値

15

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 包括連携協定数 本年度目標値 12 現状値

施策 民間の力を活用し、利便性の維持・向上を図る 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

17パート
ナーシップ

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p82 総合政策課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①
芳星高校デザインコースの学生が作成したデザインを良品計画側に選考してもらい、その後カスミ岩瀬店で作成
イベントを行った。完成した商品は秋の陶器市初日で販売した。
今回は準備から作成までの期間が短く、本来は学生のプレゼンを経て、デザインを選考し学生にとっても意義の
ある取組にしたい思惑があったので、次回の春の陶器市では十分な時間を確保して実施したい。

新たな連携先として益子本通り協議会との打合せに参加し、12月初めのクリスマスマーケット実施に対して店舗で
チラシを掲載するなど連携をしたが、同協議会は既に宇都宮大学側との連携が密に取れているため、良品計画が
深く関わることで関係性を崩してしまうおそれもあるため、今後どのような関わり方ができるかを検討していく。

芳星高校との次年度の取組について打合せを実施し、春の陶器市での取組、七井駅の利活用イベント開催など
の項目について確認した。特に七井駅の利活用イベントについては次年度3月頃の開催を目途に、準備期間を
長めにとって検討していきたい。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①
前年度から構想していた、高校生がデザインしたジュートバックを作成し、秋の陶器市で良品計画と一緒に販売するこ
とができた。

新しい連携先として、益子本通り協議会と無印良品をつなげることができた。会議の中で提案されたクリスマスマーケッ
ト開催に向け、無印良品との打合せや店舗でのチラシの配布等を行い、無事に１２月にイベントを開催することができ
た。多くのお客様に来場いただき、成功を収めた。その後の打合せで次回イベントでも協力できる部分について関わっ
ていければということを確認した。

春の陶器市に向け、ジュートバック作成のためのデザインコンペを行い、益子芳星高校の生徒に自分のデザインにつ
いて、無印良品の職員と総合政策課職員の前でプレゼンをしてもらった。提出されたデザインの中から無印良品らしさ
を感じられる作品を３作品選考し、ジュートバックとハンカチにそれぞれシルクスクリーン印刷することになった。

次年度は七井駅の利活用を無印良品と関わりながら実施したい旨の相談もあったことから、引き続き打合せを行いなが
ら、事業実施に向けて検討を重ねていきたい。

第
２
四
半
期

①
包括連携協定の連携項目（④地域コミュニティの活性化に関すること）に基づき、今回新たに本通り協議会との連
携事業を行うこととなった。今後は１２月に益子本通りでクリスマスイベントを開催することになったため、イベントを
成功させるべく打合せ等に参加していく。

㈱良品計画から商品の寄贈をいただき、お試し住宅へ無印良品の商品を搬入した。入居者の退出時に実際に使
用しての感想を記入してもらい、今後、移住定住政策を無印良品と進める場合の参考としたい。

秋の陶器市に向けた打合せの中で、益子芳星高校のデザインコースの学生と、オリジナルのデザインがプリントさ
れた会場限定のトートバックをシルクスクリーンで作成することとなった。10月に最終選考を行い、陶器市の販売に
間に合うよう準備を進めていきたい。

日本体育大学荏原高等学校との包括連携協定は、高校生が探究授業で益子町の直面する様々な地域課題につ
いて学ぶことを通して、教育と地域社会との連携を図る。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①
無印良品本社訪問では、社屋一階にできた多目的ホールの見学をし、今後の連携事業の中で使用可能である旨
の確認ができたため、今後どのように効果的な活用ができるか、各課と検討を進めていく。

本年度の連携事業について、月に一度ミーティングを行うこととし、エリアマネージャー及び店舗側と打合せを重
ね、連携事業の具体的な内容を検討していく。

p82 総合政策課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
包括連携協定は目標を達成しておりますが、今後も民
間企業の力を活用して業務運営を行ってください。（総
務課・総合政策課）

今後も民間企業などの力を活用し、業務運営を行って
いく。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p82 総合政策課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

件
対前年
同期比

±0 件

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①②行政手続きの電子化を進めるために、各課と伴走
して電子化を進めていく。個人認証やキャッシュレス決
済を活用した電子申請も検討していく。
④RPA,AI-OCR事業について、職員への周知、ヒアリン
グ等による事業選定、業務への実装を行う
⑧デジタルデバイド（情報格差）対策として、主に高齢者
向け「スマホ教室」を開催する。

①②行政手続きの電子化を進めるために、各課と伴走
して電子化を進めていく。個人認証やキャッシュレス決
済を活用した電子申請も検討していく。
④RPA,AI-OCR事業について、職員への周知、ヒアリン
グ等による事業選定、業務への実装を行う
⑧デジタルデバイド（情報格差）対策として、主に高齢者
向け「スマホ教室」を開催する。

①②行政手続きの電子化を進めるために、各課と伴走
して電子化を進めていく。個人認証やキャッシュレス決
済を活用した電子申請も検討していく。
④RPA,AI-OCR事業について、職員への周知、ヒアリン
グ等による事業選定、業務への実装を行う
⑧デジタルデバイド（情報格差）対策として、主に高齢者
向け「スマホ教室」を開催する。

④RPA、AI-OCRについて、RPA初任者研修（12/13）、
RPA中級者研修（12/20）、AI-OCR研修（12/20）
⑧スマホ教室を開催（1講座4名参加）

①よろず相談（1/16)会計課において、AI-OCRを使った
日計集計表作成についての相談があった。
④RPA,AI-OCRについて、町民税係事務の実装を行っ
た。

①よろず相談（2/13)総合政策係において、町民アンケー
ト集計についての相談があった。

なし

①よろず相談（7/18）は保健センターにおいて、「健康増
進アンケート」のオンライン化についての相談があった。
①中堅職員向けLoGoフォーム研修会（7/17，19）を行っ
た。
④RPA,AI-OCRについて、職員向け研修会及び初期ヒア
リングを行った。

①よろず相談（8/27）は生涯学習課スポーツ振興係にお
いて、「トレーニング室講習会予約」「学校開放申請」のオ
ンライン化についての相談があった。

①よろず相談（9/19）は農政課において、「有害鳥獣（イノ
シシ）捕獲報告」のオンライン化についての相談があっ
た。
④RPA,AI-OCRについて、詳細ヒアリングを行い、各課か
らの提案事項を評価し、優先順位の順位付けを行った。
⑧スマートフォン教室を10月～12月で開催することとな
り、広報誌等での広報を行った。

①よろず相談（10/15)総合政策課において、「入札参加
資格申請」のオンライン化についての相談があった。
④RPA,AI-OCRについて、保健センター事務の実装を
行った。
⑧スマホ教室を開催（2講座8名参加）

⑧スマホ教室を開催（2講座12名参加）

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

なし

なし

①各課の伴走支援として月１回よろず相談を行うこととし
た。初回（6/20）は土木係で道路占用許可の電子化につ
いての相談があった。
①新任職員向けのLoGoフォーム研修会（6/27）を行っ
た。
④RPA,AI-OCRについてツール及び支援事業者の選定
を行った。
⑧国のデジタル活用支援推進事業（スマホ教室）に採択
された

①②行政手続きの電子化を進めるために、各課と伴走
して電子化を進めていく。個人認証やキャッシュレス決
済を活用した電子申請も検討していく。
④RPA,AI-OCR事業について、職員への周知、ヒアリン
グ等による事業選定、業務への実装を行う
⑧デジタルデバイド（情報格差）対策として、主に高齢者
向け「スマホ教室」を開催する。

KPI 本年度目標値 現状値
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KPI 本年度目標値 現状値

KPI 行政手続の電子化数 本年度目標値 50 現状値

施策 デジタルガバメントを推進する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p83-84 総合政策課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①「LOGOフォーム」の活用について、研修やよろず相談自体は少なかったが個別相談もあり、活用は進んでい
る。ただ、これまで支援した件について、最終的な公開に至っておらずKPI（行政手続きの電子化数）に結びつい
ていないので、次期以降、支援等事業について後追い確認の必要がある。
④RPA、AI-OCR事業については、10月からライセンス契約を開始し、１０月には保健センターの「予防接種情
報」、１２月には税務課の確定申告に向けた「農産物販売額調書」の2業務について、紙ベースの申請書等をAI-
OCRで読み取り、データ化し、RPAで自動入力等を行えるよう実装し、検証を行っている。RPAについては専門の
知識が必要となるが、ある程度のことは職員で行えるようリテラシーに応じて、初任者・中級者研修を開催した。ま
た、AI-OCRについても広範囲での業務への活用が期待できるため、職員研修等を行、業務実装に向けてサポー
トをしていく。
⑧デジタルデバイド対策として、生涯学習課においてスマートフォン教室を5講座（10回）開催し、24名の参加が
あった。参加者の年代は60代3名、70代13名、80代8名となり、高齢者の関心が高いことがうかがえる。次期（次年
度）以降も本事業のように国の事業の活用を踏まえ引き続き検討していく。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①④AI-OCRの活用について、前期で研修を行ったが、まだどのような活用できるか検討を行っているためか、具
体的な活用が進んでいない。ただ、会計課で日計の集計に使ったりなど活用はされているので、次年度以降も引
き続き研修やよろず相談などで活用促進を図っていく。
⑧デジタルデバイド対策としては次年度も同様のメニューで国の事業がある見込みなので、引き続き生涯学習課
と連携をとりながら進めていく。

第
２
四
半
期

①「LOGOフォーム」の活用について、6月の新任者研修に続き、「ファイル添付」「個人認証」「キャッシュレス決済
（クレジットカード）」など一歩進んだ中堅者向け研修を少人数で2回（7名、4名）行った。合わせて、「DXよろず相
談」については、7月「健康増進アンケート」、8月「トレーニング室講習会予約」「学校開放申請」、9月「有害鳥獣捕
獲報告」のオンライン化について相談を受け、各課職員と一緒にLoGoフォームを使って作成に取り掛かった。オン
ライン化にあたっては、既存の業務フローや添付書類の見直しも行っており、今後も引き続き業務改善を進めてい
く。
④RPA、AI-OCR事業については、7月に職員への説明会及びRPA化したい業務の候補を挙げてもらった。候補
業務に基づき、様々な観点から順位付け（点数付け）を行い、まずは上位２業務についてRPAを実装していく。次
期以降では、優先順位の一番高い業務の実装及び職員の操作研修などを行っていく。
⑧デジタルデバイド対策として、生涯学習課においてスマートフォン教室を5回×8名程度で行う。内容については
主に高齢者を対象とし、基礎的な使い方からLINEやハザードマップなど町の情報を得られる場面を想定した講習
を開催していく。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①行政手続きの電子化の実装として、前年度において採用したローコードツール「LOGOフォーム」の活用につい
て、新任者研修を行った。また今年度は導入２年目で職員の活用も増えてきたので、「ファイル添付」「個人認証」
「キャッシュレス決済（クレジットカード）」など、少し複雑な申請を増やしていくために、ステップアップ研修を７月に
２回行うこととした。また、各課の進捗に合わせた対応がとれるよう、「DXよろず相談」を毎月開催することとした。次
期以降も各課ステージに応じた伴走支援体制をとっていく。
④RPA、AI-OCR事業については、事業者、ツールの選定を行い、スケジュールの確認を行った。
全体説明会→個別ヒアリング→詳細ヒアリング→実施業務決定→RPAシナリオ制作・職員向け研修会（少人数）→
実装の流れで進めていく。
⑧「誰一人取り残さない、町民に優しいデジタル化」の推進を図るため、国のデジタル活用支援推進事業を活用
し、主に高齢者向けの「スマホ教室」を今秋開催することとした。スマホ教室では一般的なスマホの使い方から、
「LINE公式アカウント」「オンライン施設予約」「オンライン申請」などの町の施策についても利用できるよう、今後事
業者と講座の内容について打合せを行っていく。

p83-84 総合政策課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
今後はさらにRPA等の活用を行い業務の効率化・利便
性の向上を図ってください。

BPRを行ったうえで、業務の効率化を図っていく。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p83-84 総合政策課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

件
対前年
同期比

±0 件

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①デジタルガバメントの構築を図る
①証明書発行や手続きについて電子化を推進する
③手数料の支払い方法のキャッシュレス化について検
討する

①デジタルガバメントの構築を図る
①証明書発行や手続きについて電子化を推進する
③手数料の支払い方法のキャッシュレス化について検
討する

①デジタルガバメントの構築を図る
①証明書発行や手続きについて電子化を推進する
③手数料の支払い方法のキャッシュレス化について検
討する

①ガバメントクラウドに関する定例会の実施（12/3）
①ガバメントクラウドネットワーク運用支援業務の業者選
定が完了（12/5）
①戸籍システムのAWSとの疎通確認が完了（12/23）

①ガバメントクラウドネットワーク運用支援に関する定例会
の実施（1/8・1/16・1/30）

①ガバメントクラウドネットワーク運用支援に関する定例会
の実施（2/13・2/20・2/27）
①ガバメントクラウドネットワーク運用支援業務完了
（2/28）

①戸籍システムのガバメントクラウド化が完了
①ガバメントクラウドネットワーク構築補助業務完了
（3/31）
①基幹系システムの標準化用サーバのリース会社の入
札が完了（3/26）

①TKCとガバメントクラウドに関する打合せを実施（7/8）
①ガバメントクラウドネットワーク構築補助業務の委託契
約を締結（7/26・㈱IIJエンジニアリング）

①ガバメントクラウド関係業者とのキックオフ会議を実施
（8/28）
①庁舎内のTKCシステム使用課への標準化移行の説明
会を実施（8/29）

①ガバメントクラウドに関する定例会の実施（9/9・9/24）
③旅券事務用パソコンを購入し設定が完了した。

①ガバメントクラウドに関する定例会の実施（10/8・
10/22）
③PayPayの担当者が来庁し説明を受けた（10/3）

①ガバメントクラウドに関する定例会の実施（11/5・
11/19）
①第5次LGWAN開通（11/21）

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①DX係と連携しデジタルガバメントの構築について検討

①DX係と連携しデジタルガバメントの構築について検討
①かんたん窓口の機能を高めるために、委託業者と委託
契約を締結

①DX係と連携しデジタルガバメントの構築について検討
①かんたん窓口の機能改修が終了し、マイナポータルか
らの情報が直接端末に反映されるようになり、時間の短縮
が図られるようになった。

①デジタルガバメントの構築を図る
①証明書発行や手続きについて電子化を推進する
③手数料の支払い方法のキャッシュレス化について検
討する

KPI 本年度目標値 現状値
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KPI 本年度目標値 現状値

KPI 行政手続の電子化数 本年度目標値 50 現状値

施策 デジタルガバメントを推進する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 町民くらし課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p83-84 町民くらし課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①AWSへの疎通確認や第5次LGWANの開通、ガバメントクラウドネットワーク運用支援業務の委託業者の決定な
ど準備が整ってきている。次は標準化用サーバーのリース契約に向けて機器等の選定を行い2月に入札ができる
よう準備を整えていきたい。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①戸籍システムのガバメントクラウド化への移行を無事に終了することができた。令和7年度は基幹系システムの
ガバメントクラウド化への移行を9月に実施予定であるため、委託事業者やDX推進係と連携を密に取りながら進め
ていきたい。
①マイナンバーカードで住民票や印鑑証明書の発行ができるように機能改善を計画しているため、できるだけ早
期にできるよう計画的に進めていけるよう努めていく。

第
２
四
半
期

①デジタルガバメント構築のために構築補助業務委託を依頼する業者を決定し、毎月2回定例会を実施すること
となった。

①ガバクラ用の機器の調達を期限内に実施しなければならないため、DX係や関連事業者と打合せを蜜にして、
スムーズに導入できるように努めたい。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①第5次LGWNへの開通時期が決定したことにより、戸籍システムの仮運用開始が12月上旬頃の予定となり、本
稼働が令和7年3月3日を見込んでいる。今後機器の調達等の事務が発生してくるため、スムーズに調達できるよう
にベンダーやDX係と連携図っていく。

①かんたん窓口の機能改修が終了したため、事務の効率化につながった。マイナポータルサイトで転出の手続き
をすれば転出先の役所窓口に来庁する必要がないため、PRをし利用率を高めていきたい。

③10月からの旅券事務では、クレジットカード決裁も可能となるため、パソコン等の機器を購入し手続きができるよ
う準備を始めていきたい。

p83-84 町民くらし課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
今後もガバメントクラウド等を活用して業務手続の効率
化・簡素化を図ってください。

令和7年度は、基幹系システムのガバメントクラウド化を
完了する予定であるため、スムーズに移行できるように
努める。
また、かんたん窓口を活用し、書かずに済む申請書の
種類を増やし、窓口業務の効率化を図っていきたい。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p83-84 町民くらし課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

件
対前年
同期比

±0 件

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①生涯学習課所管の各施設について、予約手続きの
電子化を導入し、利便性の向上を図る。
⑧デジタルデバイド対策

①生涯学習課所管の各施設について、予約手続きの
電子化を導入し、利便性の向上を図る。
⑧デジタルデバイド対策

①生涯学習課所管の各施設について、予約手続きの
電子化を導入し、利便性の向上を図る。
⑧デジタルデバイド対策

①益子町総合体育館 224件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設 108件
　 益子町北運動場体育館 79件、益子町北公園 52件
 　益子町南運動公園 57件、益子町中央公民館 164件
　 益子町民会館 71件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 43件
　 あぐり館 62件
⑧スマホ教室　12/ 5,12/10　各4名

①益子町総合体育館 341件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設 125件
　 益子町北運動場体育館　85件、益子町北公園　51件
 　益子町南運動公園 41件、益子町中央公民館　194件
　 益子町民会館  61件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ  50件
　 あぐり館　61件
①益子町総合体育館 320件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設 125件
　 益子町北運動場体育館　99件、益子町北公園　54件
 　益子町南運動公園 44件、益子町中央公民館　184件
　 益子町民会館  61件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ  59件
　 あぐり館　86件

①益子町総合体育館 358件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設 141件
　 益子町北運動場体育館　142件、益子町北公園　60件
 　益子町南運動公園 88件、益子町中央公民館　167件
　 益子町民会館  72件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ  42件
　 あぐり館　65件

①益子町総合体育館334件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設111件
　 益子町北運動場体育館　77件、益子町北公園　13件
 　益子町南運動公園88件、益子町中央公民館　187件
　 益子町民会館 72件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 33件
　 あぐり館　67件
①益子町総合体育館327件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設98件
　 益子町北運動場体育館　90件、益子町北公園　15件
 　益子町南運動公園104件、益子町中央公民館　186件
　 益子町民会館  65件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 36件
　 あぐり館　56件
①益子町総合体育館332件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設125件
　 益子町北運動場体育館　81件、益子町北公園　14件
 　益子町南運動公園101件、益子町中央公民館　182件
　 益子町民会館  79件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 25件
　 あぐり館　65件

①益子町総合体育館 417件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設 118件
　 益子町北運動場体育館　118件、益子町北公園　14件
 　益子町南運動公園 89件、益子町中央公民館　208件
　 益子町民会館  90件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ  37件
　 あぐり館　65件
⑧スマホ教室　10/17,10/22　各6名

①益子町総合体育館 295件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設 143件
　 益子町北運動場体育館 111件、益子町北公園 15件
 　益子町南運動公園 71件、益子町中央公民館　201件
　 益子町民会館  75件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 44件
　 あぐり館　58件
⑧スマホ教室　10/29,11/9　各2名、11/ 1,11/12　各4名、
　　11/19,11/28　各8名

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①益子町総合体育館244件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設125件
　 益子町北運動場体育館　83件、益子町北公園　10件
 　益子町南運動公園61件、益子町中央公民館　135件
　 益子町民会館 58件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 32件
　 あぐり館　49件
①益子町総合体育館257件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設121件
　 益子町北運動場体育館　82件、益子町北公園　12件
 　益子町南運動公園50件、益子町中央公民館　151件
　 益子町民会館  71件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 27件
　 あぐり館　54件
①益子町総合体育館191件、町民ｾﾝﾀｰ体育施設156件
　 益子町北運動場体育館　74件、益子町北公園　10件
 　益子町南運動公園71件、益子町中央公民館　177件
　 益子町民会館  62件、農村環境改善ｾﾝﾀｰ 35件
　 あぐり館　64件

①生涯学習課所管の各施設について、予約手続きの
電子化を導入し、利便性の向上を図る。
⑧デジタルデバイド対策

KPI 本年度目標値 現状値

30

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 行政手続の電子化数 本年度目標値 50 現状値

施策 デジタルガバメントを推進する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 生涯学習課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p83-84 生涯学習課 



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①令和5年度に新たに公共施設予約システムを導入し、パソコンやスマートフォン等から公共施設の空き状況の
確認や予約をすることが可能となった。
システムの利便性の向上や登録者増に向けて周知をしていく。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①令和5年度に新たに公共施設予約システムを導入し、パソコンやスマートフォン等から公共施設の空き状況の
確認や予約をすることが可能となった。
システムの利便性の向上や登録者増に向けて周知をしていく。

第
２
四
半
期

①令和5年度に新たに公共施設予約システムを導入し、パソコンやスマートフォン等から公共施設の空き状況の
確認や予約をすることが可能となった。
システムの利便性の向上や登録者増に向けて周知をしていく。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①令和5年度に新たに公共施設予約システムを導入し、パソコンやスマートフォン等から公共施設の空き状況の
確認や予約をすることが可能となった。
システムの利便性の向上や登録者増に向けて周知をしていく。

p83-84 生涯学習課 



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
公共施設予約システムを活用し業務の効率化等を図る
とともに、利用者の更なる利便性を図ってください。

公共施設予約システムの利便性の向上を図るため、関
係機関から情報を収集し、システム改修を含めた検討を
行う。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p83-84 生涯学習課 



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

％
対前年
同期比

+1.2 ％

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①さまざまな職員研修を通じ、職員の育成を図る

②任期付職員の採用について、必要に応じ検討する

③人事評価制度を通じ、資質の向上を図る

①さまざまな職員研修を通じ、職員の育成を図る

②任期付職員の採用について、必要に応じ検討する

③人事評価制度を通じ、資質の向上を図る

①さまざまな職員研修を通じ、職員の育成を図る

②任期付職員の採用について、必要に応じ検討する

③人事評価制度を通じ、資質の向上を図る

①職員研修の実施　1件　1人受講

実施無し

実施無し

③フィードバック面談（各課）実施

①職員研修の実施　14件　35人受講

①職員研修の実施　4件　11人受講

①職員研修の実施　5件　11人受講
③中間面談を実施

①職員研修の実施　5件　10人受講

①職員研修の実施　2件　4人受講

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①職員研修の実施　0件　0人受講
③各課において目標編成表の作成

①職員研修の実施　10件　28人受講
③個人目標の設定、目標設定面談の実施

①職員研修の実施　8件　27人受講

①さまざまな職員研修を通じ、職員の育成を図る

②任期付職員の採用について、必要に応じ検討する

③人事評価制度を通じ、資質の向上を図る

KPI 本年度目標値 現状値

82.7

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 「職員に対する住民満足度」の割合 本年度目標値 84.0 現状値

施策 幅広い視野を持つ職員を育成する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

　　―

R6（2024）

課局名 総務課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p85 総務課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①引き続き計画的に研修を実施
　
②引き続き計画的な採用を検討

③評価制度に対する疑問点等に対処していく

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①引き続き計画的に研修を実施。
　
②引き続き計画的な採用を検討

③評価制度に対する疑問点等に対処していく

第
２
四
半
期

①引き続き計画的に研修を実施
　
②引き続き計画的な採用を検討

③評価制度に対する疑問点等に対処していく

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①引き続き計画的に研修を実施
　
②引き続き計画的な採用を検討

③評価制度に対する疑問点等に対処していく

p85 総務課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
今後も計画的に研修を行い、経営感覚を持って行政課
題を解決できる職員を育成してください。
社会情勢の変化に対応して、職員の意識改革は必要で
ありますので、ＤＸ推進を協力して進めてください。（総
務課・総合政策課）

　次年度以降もDX等社会情勢の変化に対応できる人材
育成に努めていきたい。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p85 総務課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

％
対前年
同期比

+1.2

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

⑤ DX推進に関し職員の意識改革研修や行動指針を
策定することで、行政運営の更なる最適化を図る。

⑤ DX推進に関し職員の意識改革研修を実施すること
で、行政運営の更なる最適化を図る。

⑤ DX推進に関し、管理職員の意識改革研修を行う。

⑤12/9今後の進め方に関し打合せ実施

⑤1/20意識変革研修に関する打合せ実施
⑤1/27研修打合せ、若手職員へのアプローチを検討

⑤2/3、2/17意識変革研修に関する打合せ実施

⑤3/17ほか、意識変革研修に関する打合せ実施
⑤3/21職員意識変革研修実施（係長未満職員）
　　　　参加者：午前の部15名、午後の部13名

⑤管理職員マイ宣言について管理職間で共有し、その
後、実践状況について振り返りとアップデートを行った。
⑤7/8、7/22今後の進め方に関し打合せ実施

⑤8/5、8/20今後の進め方に関し打合せ実施

⑤9/2、9/4、9/12、9/24今後の進め方に関し打合せ実施

⑤10/4第４回DX管理職員研修
    部課長10名参加
⑤10/15行動指針策定に向けた今後の動きについて打合せ
⑤10/24DX推進本部会議
　 行動指針の策定について
⑤10/21、10/28今後の動きについて打合せ実施

⑤11/12庁内意識変革に関する打合せ実施

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

⑤4/2第１回管理職員DX研修
　　部課長14名参加

⑤第２回管理職員DX研修（QWS視察）（5/14、5/28）
 　 部課長11名参加

⑤6/11第３回管理職員DX研修
　海士町講演会、ワークショップ（管理職員マイ宣言）
　講演会約50名、部課長11名参加

⑤ DX推進に関し、管理職員の意識改革研修を行う。

KPI 本年度目標値 現状値

82.7

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 「職員に対する住民満足度」の割合 本年度目標値 84.0 現状値

施策 幅広い視野を持つ職員を育成する 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 行政経営の最適化

p85 総合政策課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

⑤第４回DX管理職員研修では、意識変革のために行動指針は必要であるとの共通理解が得られた。次に、その
策定方法についてDX推進本部会議で協議を行ったが継続審議となっている。
今後の進め方については、外部人材を交えて意見の擦り合わせを行っているが、行動指針策定へのステップとし
て土台となる職員の意識変革が未だ浸透していない現状を踏まえ、その辺りを打開するための研修を計画してい
く。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

⑤今後の進め方について協議を行った結果、全庁的な意識変革が重要であると認識し、一般職員向けの意識変
革研修を実施した。「公務員の面白さ」をテーマに、ＷＳにより自分の現状や価値観を知るところから始めた。
　ＤＸを推進するためには、これまでの前例や慣習に捉われず自ら学び考える高い意識を持つことが求められて
おり、継続的な意識変革研修は今後も必要であると考える。

第
２
四
半
期

⑤管理職員マイ宣言の粒度については個人間でバラツキが見られ、実践振り返りを行うもまだ道半ばの状況であ
ると思われる。次回研修に向けては、更なる意識改革が深化するよう、カリキュラムについて外部人材等と擦り合
わせを行い、次の段階である行動指針策定の土壌環境が形成されるよう努めていく。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

⑤6/11管理職員研修でマイ宣言を行ったので、実践について行動を注視するとともに、次回以降の研修内容に
ついても外部人材と検討を進めていく。

p85 総合政策課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
事務事業評価を行い、スクラップアンドビルドを推進して
ください。
社会情勢の変化に対応して、職員の意識改革は必要で
ありますので、ＤＸ推進を協力して進めてください。（総
務課・総合政策課）

継続してDX推進のため、職員の意識改革を進めてい
く。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p85 総合政策課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

2「住みたいまち」

件
対前年
同期比

- 件

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

主
な
取
組
内
容

①人口動態等の分析を行い、話し合いの場等で課題
抽出・解決に向けて地域住民と共有する

②自治会を超えた範囲での、持続可能な地域社会づく
りのための話し合いの場づくりの支援、課題解決に向け
た継続支援、事業推進体制等の検討

①人口動態等の分析を行い、話し合いの場等で課題
抽出・解決に向けて地域住民と共有する

②自治会を超えた範囲での、持続可能な地域社会づく
りのための話し合いの場づくりの支援、課題解決に向け
た継続支援、事業推進体制等の検討

①人口動態等の分析を行い、話し合いの場等で課題
抽出・解決に向けて地域住民と共有する

②自治会を超えた範囲での、持続可能な地域社会づく
りのための話し合いの場づくりの支援、課題解決に向け
た継続支援、事業推進体制等の検討

①②12/21に旧小宅小学校区での話し合いを開催。5自
治会から自治会役員や育成会、各種団体役員など18名
が参加。

①②旧大羽小学校区の「かわらばん」を発行。

①②旧山本小学校区の「かわらばん」を発行。

①②２月末の広報配布時に旧山本小学校区のくらしの
ガイドを発行し、本郷、原、松本、大郷戸自治会の加入
者に全戸配布した。
①②旧大羽、小宅、山本小学校区の「かわらばん」を発
行した。

①②（一社）持続可能な地域社会総合研究所、集落支
援員と来年度に向けた地域づくり事業に係る打合せを実
施。
①②旧山本小学校区の「かわらばん」を発行。

①②旧大羽小学校区の「暮らしの手引き」を発行。各自
治会の全戸に配布するとともに、各自治会の転入者へ
の配布を行う。また、「大羽かわらばん」を発行。

①②8/4に旧山本小学校区での話し合いを開催。４自治
会から自治会役員や育成会、各種団体役員など24名が
参加。
その様子をまとめた情報紙「山本かわらばん」を広報まし
こ9月号の配布に合わせ、地区内全戸に配布。また、「暮
らしの手引き」の発行に向け取材を実施。
大羽地区でも「大羽かわらばん」を発行。

①②自治会長、職員に対し、「持続可能な地域づくり」に
向けて研修会を実施した。自治会長には旧大羽小学校
区と旧山本小学校区の取組を説明。

①②旧大羽小学校区、旧山本小学校区の「かわらばん」
を発行。各自治会の全戸に配布。

①②地域住民との対話を通じて地域の維持及び活性化
を図るため、集落支援員を10/1から任用した。

①②旧大羽小学校区の「かわらばん」を発行。

①②旧大羽小学校区にて、３つの育成会合同のレクリ
エーションを開催。30名の子供たちが参加。

①②旧山本小学校区の「かわらばん」を発行。

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①②（一社）持続可能な地域社会総合研究所と地区別
戦略策定支援事業に係る打合せを実施。

①②同研究所と打合せを実施。
②旧大羽小学校区で自治会長、育成会長との打合せを
実施

①②同研究所と打合せを実施。
②旧山本小学校区自治会長（４自治会）と話し合いの場
づくりに向けた打ち合わせを実施。
②大郷戸、本郷、原自治会へのヒアリングを実施

①人口動態等の分析を行い、話し合いの場等で課題
抽出・解決に向けて地域住民と共有する

②自治会を超えた範囲での、持続可能な地域社会づく
りのための話し合いの場づくりの支援、課題解決に向け
た継続支援、事業推進体制等の検討

KPI 本年度目標値 現状値

3

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 地域社会づくりに向けた話し合いの場の設置数 本年度目標値 3 現状値

施策 持続可能な地域社会づくりの推進 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

17パート
ナーシップ

R6（2024）

課局名 総合政策課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 協働のまちづくり

p86 総合政策課



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①②
旧大羽小学校区では、育成会の合同レクリエーションを開催し、その様子も、「大羽かわらばん」にて地域にお伝
えすることができた。今後の継続についても引き続き支援していく。

旧山本小学校区では、各自治会のキーパーソンとなる方に対して、インタビューを行った。地域の方と連携し、
「くらしのガイド」発行に向けて取り組んでいく。

旧小宅小学校区では、5自治会長にヒアリングを実施したのち、地域懇談会を開催した。自治会・育成会・環境保
全会・その他の団体役員などが参加し、５自治会から計１８名の参加があった。実施したアンケートでは、「勉強に
なったことはあったか」という問いに対し、とてもあった５名、あった1２名との回答があり、また「今後、旧小宅小学
校区全体での話し合いの機会を広めていくべきか」という問いに対し、とても思う４名、思う1４名の回答があった。
そのほか、各自治会で自分たちの資源と課題を抽出し、課題がどの単位で解決すべきことかを再整理するなど、
一定の成果があった。

今後は、３地区の支援のあり方を検討するとともに、旧小宅小学校区での懇談会の結果についても地域にお知
らせできるよう取り組んでいく。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①②
今年度は小学校が廃校となった旧大羽小学校区、旧山本小学校区、旧小宅小学校区で話し合いの場を設置す
ることができた。
定期的に各小学校区で「かわらばん」を発行し地域の情報を自治会員にお知らせするとともに、旧大羽、旧山本
小学校区では地域の基本的な情報をまとめた「くらしのガイド」を発行し、自治会員に自分が住む自治会の情報
を再確認・発見してもらうとともに、移住希望者にも見て頂けるように移住サポートセンターにも設置した。
また、集落支援員を雇用し、３地区の情報収集、課題抽出、情報提供などに取組んでいる。
小学校が廃校になったため、昔のような連携が減少した地区もあれば、祭りなどの兼ね合いで連携が継続できて
いる地区もあるので、それぞれに対しどのような支援ができるかを検討していく。

第
２
四
半
期

①②
旧大羽小学校区では、合同イベント開催に向けた話し合いが行われた。その様子など、「かわらばん」を定期的
に発行することもできた。育成会の合同イベントの開催に向けて引き続き支援していく。

旧山本小学校区では、各自治会へのヒアリングを実施したのち、地域懇談会を開催した。自治会・育成会・その
他の団体役員などが参加し、４自治会から計２４名の参加があった。実施したアンケートでは、「勉強になったこと
はあったか」という問いに対し、とてもあった５名、あった1５名であり、また「今後、山本地区全体での話し合いの
機会を広めていくべきか」という問いに対し、とても思う１名、思う1７名であった。そのほか、各自治会へ自分たち
の問題を提起し、解決策を伺ったり、自分たちの自治会の魅力を再発見するなど、一定の成果があった。

また、町内の自治会長に対して、「持続可能な地域づくり」に向けた研修会の開催と、旧小学校区での取り組み
を説明した。大羽地区の「暮らしのガイド」についても好評をいただいた。

今後は、旧大羽小学校区、旧山本小学校区の支援のあり方を検討するとともに、旧小宅小学校区での懇談会開
催に向けて準備を進めていく。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①②
地域コミュニティの現状に合った事業展開ができるよう、事業の方向性や具体的行動、スケジュールについて、
（一社）持続可能な地域社会総合研究所と検討を進めた。
さらに昨年度開催した、旧大羽小学校区での話し合いの場の継続支援として、自治会長・新旧育成会長による
話し合いを行い、今後の育成会のあり方や合同行事などについて協議した。合同行事について実施できるよう
引き続き支援していく。
また、話し合いの場の様子や地区での行事を地区内の方に情報共有するために「大羽かわらばん」を毎月発行
した。

今後は旧大羽小学校区の動きが途切れることなく進んでいくような支援のありかたについて検討するとともに、旧
山本小学校区での話し合いの場づくり支援と旧小宅小学校区での取組に着手できるよう進めていく。

p86 総合政策課



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
自治会加入率の減少の中、地域のつながりを図るた
め、「持続可能な地域づくり」に向けた研修をさらに進め
ていただきたい。

それぞれの地域の実情把握に努め、課題解決、新たな
取組に向けて支援していく。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p86 総合政策課



第３期ましこ未来計画推進シート

シート1【　計画・実施状況シート　】

　　―

団体
対前年
同期比

+16 団体

対前年
同期比
対前年
同期比

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

R6（2024）

課局名 生涯学習課

基礎目標 ５ 健全で次世代型の経営体をつくる 政策 協働のまちづくり

施策 町民活動への支援 進捗状況 100%

関連する
優先目標

関連する
SDGs

17パート
ナーシップ

21

KPI 本年度目標値 現状値

KPI 町民活動団体データベース登録団体数 本年度目標値 30 現状値

KPI 本年度目標値 現状値

①年間計画（スケジュール・工程） ②実施内容・実績・成果

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の集約
①先進事例の情報収集

①町民活動団体等の情報提供依頼
　町内各課局、関係団体

①町民団体等のホームページ掲載　追加16団体
（掲載合計21団体）

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

①町民団体やボランティア団体の情報の収集

主
な
取
組
内
容

①町民団体やボランティア団体の情報の集約
①先進事例の情報収集

①町民団体やボランティア団体の情報の集約
①町民活動団体等の紹介

①町民団体やボランティア団体の情報の集約
①先進事例の情報収集

p87 生涯学習課 



シート2【　四半期検証シート　】

第
３
四
半
期

①町民団体やボランティア団体等の情報収集方法及び内容の検討を行うとともに、各課及び関係機関に団体の
情報提供について依頼をした。第4四半期において、町ホームページ内に掲載する予定。

総
括

(

第
４
四
半
期
含

)

①庁内各課局及び関係団体に町民活動団体の情報提供を依頼し、結果16団体の報告があったことからホーム
ページに掲載し、合計21団体掲載することができた。

第
２
四
半
期

①町民団体やボランティア団体の情報の集約をするため、各団体の情報収集を行う。

③担当課による点検・検証および
次期四半期（第4四半期は次年度）以降の改善点等

第
１
四
半
期

①関係機関と連携し、町民団体やボランティア団体等の情報収集を行う。また、先進事例等を参考にし、登録す
る団体の基準等を明確化していく。
①各課所管の団体については、登録可能な団体かどうか調査を行う。

p87 生涯学習課 



シート3【　外部検証委員会・議会からの意見・提言シート　】

総
括

継続性について
A：このまま継続　○
B：改善・見直し
C：廃止・終了

意見・提言
今後も民間活動の情報共有を図り、活動をさらに進めて
ください。

関係部署と連携を図り情報を収集し、活動を周知してい
く。

④外部検証委員会の意見・提言
⑤外部検証委員会・議会の意見・提言を受けての

次年度以降への方針・改善点

p87 生涯学習課 


